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（第１面）

年   月   日

財務(支)局長

殿

知事

（郵便番号     －     ）

申請者   住 所

電話番号（    ）   －

商  号
又は名称

氏  名     

（法人にあっては、代表者の氏名）

法定代理人

氏名、商号                    

又は名称

登 録 申 請 書

貸金業法第３条第１項の規定により貸金業者の登録

を申請します。この申請書及び添付書類の記載事項は、

事実に相違ありません。

（記載上の注意）

１．不要な字句は消して使用すること。

２．氏を改めた者においては、旧氏及び名を、氏名を記載する欄に括弧書で併せて記載することができる。



（第２面）

※ 登 録 番 号
財務（支）局長

知事
（   ）第      号（  年  月  日）

従 前 の 登 録 番 号
財務（支）局長

知事
（   ）第      号（  年  月  日）

１. 登 録 の 区 分 新    規 更    新

２. 法人・個人の別 法    人 個    人

３.
協  会  加  入
の    有    無

有 （会員番号：              ） 無

（ふ   り  が な）

４.
商 号
又 は 名 称
（ふ り が な）

５. 氏 名
（法人にあっては、代表者の氏名）

６. 住 所

（郵便番号      －      ）

電話番号（     ）    －

７. 法 定 代 理 人

（ふ り が な）

  氏     名
（法人にあっては、商号又は名称）

８. 役 員

（ふ り が な）

役   名  等氏    名
（法人にあっては、商号又は名称）

（記載上の注意）

１ 「※登録番号」には記載しないこと。

２ 「従前の登録番号」は、登録の更新の申請をする場合に記載すること。

３ 「登録の区分」及び「法人・個人の別」は、該当するものに○印を付けること。

４ 「協会加入の有無」は、該当するものに○印を付け、「有」の場合は併せて会員番号を記載すること。

５ 「商号又は名称」は、法人の場合は商号を、人格のない社団又は財団の場合は名称を記載すること。なお、個人の場合において、商号

登記をしているときはその商号を、商号登記をしていないときは屋号等の名称のうち１個を記載することができる。

６ 「氏名」には、外国人の場合において、住民票に記載された通称があるときには、括弧書で併記することができる。

７ 「氏名」には、氏を改めた者においては、旧氏及び名を括弧書で併記することができる。ただし、「法定代理人」が氏を改めた者である場合

にはこの限りでない。

８ 「住所」は、法人の場合は登記簿上の本店又は主たる事務所の所在地を、人格のない社団又は財団の場合は主たる営業所等の所在地を、

個人の場合は現住所（現住所において貸付けに関する業務を営まない場合には、貸付けに関する業務に係る主たる営業所等の所在地）を

記載すること。なお、電話番号は、場所を特定する電話番号に限る。

９ 「役員」は、法第４条第１項第２号に該当する者をすべて記載すること。記載しきれないときは、この様式の例により作成した書面に

記載して、その書面を第２面の次に添付すること。


